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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

（当期の経営成績）

平成 26 年度の国内経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動減により年度当初に落ち込み、その後

は緩やかに回復しました。住宅投資は反動減が長期化し、個人消費も回復が遅れる一方、生産活動や輸出

には持ち直しの動きがみられ、雇用環境は改善の動きが続きました。先行きについては、円安やアメリカ

を中心とした堅調な海外需要を背景とした輸出の持ち直しに加え、原油価格の下落による消費マインドや

企業収益の改善から、緩やかな回復基調が続くことが期待されます。ただし、アメリカの金融緩和の出口

戦略の影響や中国景気の減速といった海外景気の下振れリスク及び為替動向などに注意が必要です。

県内経済は、年度当初の消費税増税の影響を受け、一部に弱い動きがみられました。住宅投資は消費税

増税前の駆け込み需要の反動減の長期化により前年度を下回る水準で推移し、個人消費も物価上昇に伴う

実質所得の減少により低調に推移しました。一方、生産活動は年度前半は軟調に推移しましたが、年度後

半は一部の業種で弱い動きが続いたものの全体的には持ち直しの動きがみられ、公共工事は前年度大型工

事の反動減が続きましたが、年度末にかけて下げ止まりの動きがみられました。また、雇用環境は改善基

調を維持し、企業倒産も小康状態が続きました。

このような経済環境の中で、当行グループは積極的な営業活動を展開し、業績向上に努めました結果、

次のような結果となりました。

連結ベースの経常収益は、有価証券利息配当金や株式等売却益の増加によるその他経常収益の増加によ

り、前年同期比27億81百万円増加し、618億26百万円となりました。経常費用は、国債等債券売却損の

増加によるその他業務費用の増加により、前年同期比11億 77百万円増加し、453億79百万円となりまし

た。

この結果、経常利益は前年同期比 16 億４百万円増加し、164 億 46 百万円となりました。また、当期純

利益は、前年同期比13億 93百万円増加し、96億 64百万円となりました。

（セグメント別業績の概況）

「銀行業」では、経常収益は、有価証券利息配当金や株式等売却益の増加により、前年同期比 21 億 58

百万円増加し、519 億 76 百万円となりました。セグメント利益も経常収益の増加により、前年同期比 13

億 41百万円増加し、149億76百万円となりました。

「リース業」では、経常収益は、リース料収入等の増加により前年同期比４億５百万円増加し、87 億

85 百万円となりました。セグメント利益も経常収益の増加により前年同期比２億 54 百万円増加し、６億

16百万円となりました。

「銀行業」、「リース業」を除く「その他」の経常収益は、システム受託収入の増加により、前年同期

比２億３百万円増加し、27 億 23 百万円となりました。セグメント利益も経常収益の増加により、前年同

期比 17百万円増加し、８億50百万円となりました。

（次期の見通し）

当行グループの平成 27 年度の業績につきましては、経常収益 586 億円、経常利益 130 億円、当期純利益

81 億円を予想しております。このうち当行単体では、経常収益 485 億円、経常利益 118 億円、当期純利益

75億円を予想しております。

なお、平成 28 年３月末の日経平均株価を 16,000 円～20,000 円、与信費用（一般貸倒引当金繰入額＋不

良債権処理額）を連結ベースで年間１億円、単体ベースで年間0億円と見込んでおります。

業績予想については、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、実際の業績等は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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（２）財政状態に関する分析

（資産、負債等の状況）

・預金等

預金及び譲渡性預金の合計残高は、個人預金の増加を主因に、前連結会計年度末比 142 億円増加し、

２兆6,789億円となりました。

・貸出金

貸出金残高は、県内の事業性貸出及び個人向け貸出の増加を主因に、前連結会計年度末比 482 億円増加

し、１兆 7,798億円となりました。

・有価証券

有価証券残高は、積極的に投資を進めたことから、前連結会計年度末比497 億円増加し、１兆 995 億円

となりました。

（キャッシュ・フローの状況）

営業活動によるキャッシュ・フローは、コールローンの増加及びコールマネーの減少等により、前年同

期比 476億81百万円減少し、233億25百万円のプラスとなりました。

投資活動によるキャッシュ･フローは、有価証券の売却による収入が増加し、有価証券の取得による支

出も減少しましたが、有価証券の償還による収入の減少等により、前年同期比 65 億 56 百万円減少し、

271億53百万円のマイナスとなりました。

財務活動によるキャッシュ･フローは、劣後特約付借入金の返済による支出の増加がありましたが、新

株予約権付社債の発行による収入の増加等により、前年同期比10億２百万円増加し、20億67百万円のマ

イナスとなりました。

以上の結果、現金及び現金同等物の残高は、前年同期比 58 億 70 百万円減少し、994 億 46 百万円となり

ました。

（自己資本比率（国内基準））

連結自己資本比率は、10.78％（速報値）となりました。

また、当行単体では、10.07％（速報値）となりました。

なお、自己資本比率は、銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）に定めら

れた算式に基づき、連結ベースと単体ベースの双方について算出しております。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当行は、銀行業としての公共性に鑑み、長期的かつ安定的な経営基盤の強化と経営の効率化ならびに内

部留保の充実による財務体質の強化に努めており、安定配当を継続実施していくことを利益配分の基本方

針としております。

平成27年３月期の配当につきましては、1株当たり年間配当金７円（うち中間配当金３円）とさせてい

ただく予定です。

また、株主の皆さまへの利益還元を通じて株主価値の向上を図るため、平成 26年 12月の取締役決議に

より、株式数6,479千株、価格総額約30億円の自己株式を取得致しました。

内部留保金については、お客さまの利便性及び当行の収益性の向上、経営の効率化のための投資等に

活用し、経営基盤の一層の強化を図りたいと存じます。
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２．経営方針

（１）経営の基本方針

経営理念：『地域社会の繁栄に貢献するため銀行業務を通じ最善をつくす』

ブランドスローガン： 『感動を、シェアしたい。』

当行の経営理念は、「社会における役割・責任・目標、そして共通の価値観」を明示しており、行員

一人ひとりがこの使命を銘記し、銀行業務を全力で遂行してまいります。

また、経営理念にうたわれた使命を達成するために、地域の皆さまと一緒になって地域社会の発展に

寄与すると共に、お客さまに感動していただけるサービスをお届けするという目標に向かって前進して

まいります。

（２）目標とする経営指標

平成 27 年３月期は、目標とする経営指標のうち、連結当期純利益、業務純益及び貸出金残高の３項

目が達成となりました。

なお、平成 28 年３月期の目標につきましては、連結当期純利益について、単体の当期純利益を 75 億

円と見込むことに合わせて 81 億円に見直しを行いました。また、自己資本比率について、有価証券ポ

ートフォリオの見直しや、県内の中小企業や個人のお客さまへの円滑な資金供給に積極的に取り組んだ

ことから、リスク・アセットが大幅に増加したため10.20％に見直しを行いました。

平成 27年3月期

目 標

平成 27年3月期

実 績

平成28年3月期

目標【見直し後】

連結当期純利益（収益性）  45億円 96億円 81億円

業務純益（収益性） 87億円 90億円 97億円

自己資本比率（健全性） 11.69％ 10.07％ 10.20％

預金等残高（規模・成長性） 2兆7,000億円     2兆 6,881億円     2兆 7,550億円

貸出金残高（規模・成長性） 1兆7,500億円     1兆 7,858億円     1兆 7,900億円

（３）中長期的な経営戦略

「中期経営計画2014」（平成26年４月１日～平成28年３月31日）

地域金融機関を取り巻く環境は、業態や地域を越えた競争が益々激化するなど、勝ち残り競争は熾烈

さを増しております。当行では、激変する経営環境に的確かつ迅速に対応するため、平成 26年４月より

「中期経営計画2014」に取り組んでおります。

「中期経営計画 2014」においては「収益力の強化」を基本方針とし、各種施策に全行一丸となって取

り組んでおります。

当行は、地域の皆さまと共有価値を創造（売り手よし、買い手よし、世間よしの「三方よし」を実

現）することを通じて、当行自らの収益力を強化し、磐石な経営基盤を確立していく所存です。

①競争に打ち勝つ営業の実践

徹底的なお客さま訪問や、お客さまの感動の実現を通じて、お客さまとの絆の強化や永続的なお取

引関係の構築を図ります。

②営業に注力できる事務態勢の構築

業務の抜本的な見直しや、IT の効果的な活用によって、営業推進活動に振り向けることのできる

時間の増加を図ります。
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③挑戦、行動する人財の育成

ブランド戦略の展開や「Credo～私たちの約束～」の浸透、OJT の実践によって、チャレンジする

風土の構築を図ります。

④成長に向けた経営基盤の強化

リスクマネジメントの高度化を図ると共に、地域活性化への主体的な取組みを行い、経営基盤の強

化を図ります。

（４）対処すべき課題

平成27年３月期については、「中期経営計画2014」の諸施策に全行を挙げて取り組んだ結果、前年

比 28％増益の89億円の当期純利益を計上することができました。しかしながら、規制緩和に伴う競争

の激化等により、当行を取り巻く経営環境は日々厳しさを増しており、「中期経営計画 2014」の基本

方針である「収益力の強化」を更に高いレベルで実現していくことが、自らの課題であると認識して

おります。

「収益力の強化」に向けては、地域のお客さまとのお取引において、「短期的な業績の変動にとら

われず、とことんサポートする」という基本姿勢を持ち、お客さまとの間に永続的なリレーションを

構築すると共に、お客さまの本業を支援する活動（売上増加、経営改善、業種転換、事業承継等の支

援）に対し、グループの総力を結集した取組みを実践することによって、高い付加価値を実現してま

いります。そして同時に、地域の経済・産業の現状及び課題を適切に認識・分析すると共に、当該分

析結果を活用しながら、様々なライフステージにある企業の事業内容や成長可能性等を適切に評価す

る等、「事業性評価」に対する取組みも強化してまいります。

また、人口減少・高齢化の進展や経済のグローバル化に伴う大企業の生産拠点の海外移転等をふま

え、当行が地域と共に持続的に成長、発展していくためには、主要営業基盤である大分県を中心とし

た地域において自立型の経済成長を実現することも、当行にとっての課題であると認識しております。

地域活性化への主体的な取組みを実践するため、当行は平成 26 年３月期より「地域創造連携協力協

定」を複数の自治体と締結し、地域資源を活かした課題の解決、産業の構築、定住促進、交流人口の

増強に各自治体と協働して取り組んでまいりました。また、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」や、県・市町村が策定する「地方版総合戦略」の推進に対しても、産官学金連携の下、積極的な

支援を実践すると共に、当行が持つ知見やコンサルタント機能、ネットワークを最大限に活用し、各

施策の推進に対して主体的な取組みを行ってまいります。

更に、当行グループの持つ金融ソリューション力を発揮し、地域資源の活用に繋がる新規起業や既

存事業の生産性向上、海外進出等を総合的にサポートすると共に、お客さまの課題解決に向けた取組

みを官民一体で支援していく観点から、官民ファンドの活用等にも積極的に取組み、地域における金

融機能の更なる高度化を図ってまいります。

株主の皆さまには、当行の取組みに対しまして、なお一層のご理解とご支援を賜りますよう心から

お願い申し上げます。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当行グループは、大分県を中心とした国内を主な活動拠点としていることから、会計基準につきまして

は日本基準を適用しております。ＩＦＲＳ（国際財務報告基準）の導入につきましては、外国人株主の増

加や国内他の金融機関のＩＦＲＳ採用動向を踏まえつつ、検討をすすめていく方針であります。
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（５）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

（６）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（「退職給付に関する会計基準」等の適用）

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第 26号 平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」

という。)及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 25 号 平成 27 年３月 26

日。以下、「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第 35項本文及び退職給付適用指針第 67項本

文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更すると共に、割引率の決定方法につい

ても、従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込額及び支払見込期

間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結

会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る資産が404 百万円増加、退職給付に係る負債が145百万

円減少、利益剰余金が355百万円増加しております。また、当連結会計年度の経常利益及び税金等調整前当期

純利益はそれぞれ 194百万円増加しております。

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い）

当行は、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第

30号 平成 27 年３月26日）を当連結会計年度より適用しております。なお、当実務対応報告適用初年度の期

首より前に締結された信託契約に係る会計処理については、従来採用していた方法を継続するため、当実務対

応報告の適用による連結財務諸表への影響はありません。

（７）追加情報

（「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」の適用）

当行は、従業員への福利厚生を目的として、従業員持株会に信託を通じて当行株式を交付する取引を行って

おります。

① 取引の概要

当行は、平成22年 11月10日の取締役会決議に基づいて、当行従業員が当行の業績や株価への意識を高め、

業績向上への共通認識をもって業務に取組むことにより株主価値向上を図ると共に、従業員の福利厚生制度の

拡充を目的として、「従業員持株ＥＳＯＰ信託」を導入しております。

本制度は、従業員持株会の仕組みを応用した信託型の従業員インセンティブ・プランであります。当行が、

「大分銀行行員持株会」（以下、「当行持株会」という。）に加入する従業員のうち一定の要件を充足する者

を受益者とする信託を設定し、当該信託は信託の期間（平成22年11月15日～平成27年12月 20日）にわた

り当行持株会が取得すると見込まれる数の当行株式を、予め定める取得期間中に取得しております。その後、

当該信託は当行株式を毎月一定日に当行持株会に売却しております。信託終了時に、株価の上昇により信託収

益がある場合には、受益者たる従業員の拠出割合に応じて金銭が分配されます。株価の下落により譲渡損失が

生じ信託財産に係る債務が残る場合には、金銭消費貸借契約の保証条項に基づき、当行が借入先銀行に対して

一括して弁済するため、従業員への追加負担はありません。

② 「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 平

成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

③ 信託が保有する当行株式に関する事項

イ．信託における帳簿価額は前連結会計年度 229 百万円、当連結会計年度 132百万円であります。信託が保有

する当行株式は株主資本において自己株式として計上しております。

ロ．期末株式数は前連結会計年度 785千株、当連結会計年度 454千株であり、期中平均株式数は前連結会計年

度986千株、当連結会計年度 611千株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算

出上、控除する自己株式に含めております。
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（税効果会計関係）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平成27

年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率等の引

下げが行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従

来の35.3％から、平成27年４月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については32.8％に、平成

28年４月１日に開始する連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については32.0％となります。この税率変更

により、繰延税金資産は817百万円減少（繰延税金負債は2,028百万円減少）し、その他有価証券評価差額金は1,848百

万円増加し、法人税等調整額は580百万円増加しております。再評価に係る繰延税金負債は534百万円減少し、土地再

評価差額金は同額増加しております。

（８）連結財務諸表に関する注記事項  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
１．報告セグメントの概要

　当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締
役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま
す。
　当行グループは、当行における銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務などの金融サービス等に
係る事業を行っております。

　したがって、当行グループは上記の業務別のセグメントから構成されており、「銀行業」、「リース業」の
２つを報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの経常収益、利益、資産その他の項目の金額の算定方法
　報告セグメントの利益は、経常収益ベースの数字であります。
　セグメント間の内部収益及び振替高は、一般の取引価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの経常収益、利益、資産その他の項目の金額に関する情報

　　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）
（単位：百万円）

銀行業 リース業 計

外部顧客に対する経常収益 49,637 7,771 57,409 1,944 59,353 59,045 

セグメント間の内部経常収益 180 609 789 576 1,366 ―

計 49,818 8,380 58,198 2,520 60,719 59,045 

13,635 362 13,998 833 14,831 14,842 

2,984,532 23,396 3,007,929 13,381 3,021,310 3,006,805 

減 価 償 却 費 3,955 95 4,050 53 4,103 4,101 

資 金 運 用 収 益 35,165 14 35,179 972 36,152 35,741 

資 金 調 達 費 用 2,217 127 2,344 6 2,350 2,273 

負 の の れ ん 発 生 益 　　    ― 31 31 843 874 874 

減 損 損 失 792 　　  　― 792 　 　 　― 792 792 

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

3,842 73 3,916 43 3,959 3,957 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と

　　　　連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

　　　２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務等で

　　　あります。

　　　３．調整額は、以下のとおりであります。

　　　　（１）外部顧客に対する経常収益の調整額△308百万円は、貸倒引当金戻入益の調整であります。

　　　　（２）セグメント利益の調整額10百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（３）セグメント資産の調整額△14,505百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（４）減価償却費の調整額△2百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（５）資金運用収益の調整額△411百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（６）資金調達費用の調整額△76百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（７）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△２百万円は、セグメント間取引消去であります。
　　　４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益との調整を行っております。

△ 2 

△ 308 

△ 1,366 

△ 1,674 

10 

　 　  　―

△ 76 

連結財務
諸表計上額

経　常　収　益

報告セグメント
その他

　 　  　―

合計

セ グ メ ン ト 利 益

△ 2 

△ 411 

調整額

△ 14,505 セ グ メ ン ト 資 産

そ　の　他　の　項　目
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　　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）
（単位：百万円）

銀行業 リース業 計

外部顧客に対する経常収益 51,801 8,298 60,100 1,790 61,891 61,826 
セグメント間の内部経常収益 175 486 661 933 1,594 ―

計 51,976 8,785 60,762 2,723 63,486 61,826 

14,976 616 15,592 850 16,443 16,446 

3,056,614 22,533 3,079,148 13,879 3,093,027 3,076,987 

減 価 償 却 費 3,574 78 3,653 50 3,703 3,699 

資 金 運 用 収 益 35,908 15 35,923 975 36,899 36,435 

資 金 調 達 費 用 1,998 113 2,111 6 2,118 2,047 

減 損 損 失 258 　　  　― 258 　 　 　― 258 258 

有 形 固 定 資 産 及 び
無形固定資産の増加額

3,654 72 3,726 83 3,809 3,804 

（注）１．一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と

　　　　連結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

　　　２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業務等で

　　　あります。

　　　３．調整額は、以下のとおりであります。

　　　　（１）外部顧客に対する経常収益の調整額△64百万円は、貸倒引当金戻入益の調整であります。

　　　　（２）セグメント利益の調整額３百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（３）セグメント資産の調整額△16,040百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（４）減価償却費の調整額△3百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（５）資金運用収益の調整額△463百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（６）資金調達費用の調整額△71百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　　（７）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△５百万円は、セグメント間取引消去であります。

　　　４．セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益との調整を行っております。

　　　５．報告セグメントの変更等に関する事項

　　　　　会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度より退職給付債務及び勤務費用の計算方法を変更したことに

　　　　伴い、事業セグメントの退職給付及び勤務費用の計算方法を同様に変更しております。

　　　　　当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「銀行業」のセグメント利益が194百万円増加して

　　　　おります。

【関連情報】
　前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）

１．サービスごとの情報
（単位：百万円）

貸出業務
有価証券
投資業務

その他 合計

24,637 13,221 21,186 59,045 

(注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．地域ごとの情報
　（１）経常収益
　　　　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を
　　　超えるため、記載を省略しております。　　

　（２）有形固定資産
　　　　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％
　　　を超えるため、記載を省略しております。　　

３．主要な顧客ごとの情報

　　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略
　しております。

外部顧客に対する経常収益

調整額

△ 463 

△ 5 

△ 16,040 

△ 3 

　 　  　―

△ 1,659 

連結財務諸表
計上額

経　常　収　益

報告セグメント

△ 71 

△ 64 

3 

合計その他

△ 1,594 

セ グ メ ン ト 利 益

セ グ メ ン ト 資 産

そ　の　他　の　項　目
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　当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）

１．サービスごとの情報
（単位：百万円）

貸出業務
有価証券
投資業務

その他 合計

24,140 15,047 22,638 61,826 

(注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２．地域ごとの情報
　（１）経常収益
　　　　当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を

　　　超えるため、記載を省略しております。　　
　（２）有形固定資産
　　　　当行グループは、本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％
　　　を超えるため、記載を省略しております。　　

３．主要な顧客ごとの情報
　　特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略
　しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）
（単位：百万円）

銀行業 リース業 計

減損損失 792 　　 　― 792 　　　 ― 792 

　当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）
（単位：百万円）

銀行業 リース業 計

減損損失 258 　　 　― 258 　　　 ― 258 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）
　　のれんの償却額及び未償却残高に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）
　　のれんの償却額及び未償却残高に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　前連結会計年度（自 平成25年４月１日  至 平成26年３月31日）
　負ののれん発生益に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　当連結会計年度（自 平成26年４月１日  至 平成27年３月31日）

　該当事項はありません。

外部顧客に対する経常収益

その他
報告セグメント

合計

報告セグメント
その他 合計
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（有価証券関係）

　※連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。

　１．売買目的有価証券

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当連結会計年度
(平成27年３月31日)

　２．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

国債 2,248 2,260 11 

地方債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

その他 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

小計 2,248 2,260 11 

国債 100 100 △ 0 

地方債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

その他 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

小計 100 100 △ 0 

合　計 2,348 2,360 11 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

国債 1,198 1,205 6 

地方債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

その他 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

小計 1,198 1,205 6 

国債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

地方債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

その他 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

小計 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

合　計 1,198 1,205 6 

種類
連結貸借対照表
　計上額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの

差額
（百万円）

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
るもの

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの

連結貸借対照表
　計上額（百万円）

種類
時価
（百万円）

0

時価が連結貸借対
照表計上額を超え
ないもの

連結会計年度の損益に含まれた
評価差額

0
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３．その他有価証券

前連結会計年度（平成26年３月31日）

株式 45,793 27,264 18,529 

債券 704,283 690,736 13,547 

　国債 342,211 336,171 6,039 

　地方債 95,715 93,124 2,591 

　短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　社債 266,357 261,440 4,916 

その他 161,306 157,823 3,483 

小計 911,384 875,823 35,560 

株式 4,022 4,512 △ 489 

債券 55,588 55,803 △ 215 

　国債 13,964 13,988 △ 23 

　地方債 9,367 9,391 △ 24 

　短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　社債 32,256 32,423 △ 167 

その他 70,700 72,272 △ 1,571 

小計 130,311 132,588 △ 2,276 

合　計 1,041,696 1,008,412 33,283 

当連結会計年度（平成27年３月31日）

株式 63,213 32,638 30,574 

債券 658,210 643,902 14,308 

　国債 295,860 289,555 6,304 

　地方債 91,562 89,189 2,373 

　短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　社債 270,787 265,156 5,630 

その他 267,577 253,067 14,509 

小計 989,001 929,608 59,393 

株式 1,074 1,149 △ 75 

債券 42,224 42,339 △ 114 

　国債 1,985 1,990 △ 5 

　地方債 465 465 　　 　　　　　 ― 

　短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　社債 39,774 39,883 △ 109 

その他 58,534 59,499 △ 965 

小計 101,833 102,988 △ 1,154 

合　計 1,090,835 1,032,596 58,238 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券

　  前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　　　該当ありません。

　  当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　　　該当ありません。

差額
（百万円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

差額
（百万円）

種類

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

取得原価
（百万円）

連結貸借対照表
計上額（百万円）

種類
連結貸借対照表
計上額（百万円）

取得原価
（百万円）
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　５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 1,311 476 27 

債券 132,080 1,466 69 

　国債 110,117 1,252 56 

　地方債 4,049 49 　　 　　　　　 ― 

　短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　社債 17,914 165 13 

その他 6,712 296 118 

合　計 140,104 2,239 214 

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 7,219 1,220 29 

債券 121,986 1,388 12 

　国債 114,592 1,366 12 

　地方債 810 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　短期社債 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 　　 　　　　　 ― 

　社債 6,584 22 0 

その他 32,543 285 1,206 

合　計 161,750 2,894 1,248 

　６．保有目的を変更した有価証券

　   前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　　　該当ありません。

　   当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　　　該当ありません。

　７．減損処理を行った有価証券

　　　売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のうち、当該

　　有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがある

　　と認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とするとともに、評価差額

　　を当連結会計年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しております。

　　　前連結会計年度及び当連結会計年度における時価のある有価証券の減損処理は、該当ありません。

　　　なお、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に比べて50％程度以上

　　下落した場合であります。また、時価が取得原価に比べて30％以上50％未満下落した場合は、金融商

　　品会計に関する実務指針に基づき当行が制定した基準に該当するものを時価が「著しく下落した」と

  判断しております。

種類

種類
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（１株当たり情報）

前連結会計年度 当連結会計年度

  （自 平成25年４月１日   （自 平成26年４月１日

    至 平成26年３月31日）     至 平成27年３月31日）

998円57銭 1208円84銭

50円32銭 60円88銭

50円24銭 58円24銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

純資産の部の合計額 百万円 164,927 191,601

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 4,574 4,896

　（うち新株予約権） 百万円 73 123

　（うち少数株主持分） 百万円 4,501 4,773

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 160,352 186,704

１株当たり純資産額の算定に
用いられた期末の普通株式の数

千株 160,582 154,448

２．「会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」に記載の通り、「退職給付に関する会計基準」

　　（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下、「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関

　　する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下、「退職給付適用指

　　針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

　　いて、当連結会計年度より適用し、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。

　　　この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額が、３円15銭増加し、１株当たり当期純利益金額及び

　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額はそれぞれ83銭及び79銭増加しております。

３．１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、従業

　員持株ESOP信託が所有する自己株式（前連結会計年度785千株、当連結会計年度454千株）を控除し算定して

４．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおり

　であります。

前連結会計年度 当連結会計年度

  （自 平成25年４月１日   （自 平成26年４月１日

    至 平成26年３月31日）     至 平成27年３月31日）

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益 百万円 8,271 9,664

　普通株主に帰属しない金額 百万円  　　　　　　   　 　 ―  　　　　　　   　 　 ― 

　普通株式に係る当期純利益 百万円 8,271 9,664

　普通株式の期中平均株式数 千株 164,369 158,747

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　当期純利益調整額 百万円  　　　　　　   　 　 ―  　　　　　　   　 　 ― 

　普通株式増加数 千株 248 7,189

　　うち新株予約権 千株 248 7,189

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり当期純利益金額の算
定に含めなかった潜在株式の概要

― ― 

５．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に用いられた普通株式の

　期中平均株式数については、自己名義所有株式分を控除する他、従業員持株ESOP信託が所有する自己株式

　（前連結会計年度986千株、当連結会計年度611千株）を控除し算定しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

１株当たり純資産額

１株当たり当期純利益金額

　おります。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
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（４）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。
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６．その他

代表者および役員の異動について

（平成２７年６月２４日付）

当行は、平成２７年５月１１日開催の取締役会において、下記のとおり、代表取締役およびその他役

員の異動について決議いたしました。

記

（１）代表取締役の異動

＜ 新役職名 ＞ ＜ 氏 名 ＞ ＜ 現役職名 ＞

取締役副頭取（代表取締役） 三 浦 洋 一 〔 専務取締役（代表取締役） 〕

専務取締役 （代表取締役） 清 水 進 英 〔 常務取締役 〕

専務取締役 （代表取締役） 後 藤 富一郎 〔 常務取締役 〕

退 任 鈴 木 崇 之 〔 専務取締役（代表取締役） 〕

（２）その他役員の異動

① 新任取締役候補

菊 口 邦 弘 （ 現 常務執行役員 本店営業部長 ）

田 中 賢 児 （ 現 執行役員 市場金融部長 ）

② 退任予定取締役

鈴 木 崇 之 （ 現 専務取締役 ）

小 倉 義 人  ( 現 取締役相談役 )

衛 藤 秀 樹 （ 現 非常勤取締役 ）

※ 渡 部 智 弘 （ 現 常務取締役：平成27年４月20日開催の取締役会にて決議済 ）

③ 退任予定監査役

河 野 浩 （ 現 非常勤監査役 ）

④ 補欠監査役候補

岡 村 邦 彦 （ 現 弁護士 ）

⑤ 昇格予定取締役

＜ 新役職名 ＞ ＜ 氏 名 ＞ ＜ 現役職名 ＞

常務取締役 兒 玉 雅 紀 （ 現 取締役総合企画部長兼収益管理室長 ）

常務取締役 菊 口 邦 弘 （ 現 常務執行役員 本店営業部長 ）

以 上
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取締役副頭取（代表取締役）就任予定候補の略歴

み う ら

三浦
よういち

洋一 （専務取締役営業統括本部長（代表取締役））

生年月日 昭和２８年１０月２６日生

出 身 地 大分県

職 歴 昭和５１年 ４月 大分銀行入行

平成１７年 ６月 東京支店長

平成１８年 ６月 取締役東京支店長

平成２０年 ６月 常務取締役

平成２４年 ６月 専務取締役（代表取締役）

平成２６年 ４月 専務取締役営業統括本部長（代表取締役）

平成２６年 ６月 専務取締役営業統括本部長（執行役員兼務）（代表取締

役）（現職)

以 上
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専務取締役（代表取締役）就任予定候補の略歴

し み ず

清水
のぶひで

進英 （常務取締役）

生年月日 昭和３１年２月１日生

出 身 地 大分県

職 歴 昭和５３年 ４月 大分銀行入行

平成２０年 ６月 事務統括部長

平成２１年 ６月 取締役事務統括部長

平成２４年 ６月 常務取締役事務統括部長

平成２５年 ６月 常務取締役

平成２６年 ６月 常務取締役（執行役員兼務）（現職）

専務取締役（代表取締役）就任予定候補の略歴

ご と う

後藤
とみいちろう

富一郎 （常務取締役経営戦略本部長）

生年月日 昭和３０年５月５日生

出 身 地 大分県

職 歴 昭和５３年 ４月 大分銀行入行

平成２１年１０月 営業企画部長

平成２２年 ６月 常勤監査役

平成２５年 ６月 常務取締役

平成２６年 ４月 常務取締役経営戦略本部長

平成２６年 ６月 常務取締役経営戦略本部長（執行役員兼務）（現職）

以 上
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新任取締役候補の略歴

きくぐち

菊口
くにひろ

邦弘 （常務執行役員本店営業部長）

生年月日 昭和３３年１月１７日生

出 身 地 大分県

職 歴 昭和５６年 ４月 大分銀行入行

平成１３年 ３月 安心院支店長

平成１５年 １月 湯布院支店長

平成１７年 ２月 三重支店長

平成２０年 ６月 日田支店長

平成２２年 ６月 審査部長

平成２４年 ６月 執行役員別府支店長

平成２６年 ６月 常務執行役員本店営業部長（現職）

新任取締役候補の略歴

た な か

田中
け ん じ

賢児 （執行役員市場金融部長）

生年月日 昭和３５年１２月２３日生

出 身 地 大分県

職 歴 昭和５８年 ４月 大分銀行入行

平成１７年 ２月 証券国際部香港駐在員事務所長

平成２０年 ３月 証券国際部証券外為営業グループ推進役

平成２２年１０月 証券国際部市場管理グループ推進役

平成２３年 ６月 証券国際部副部長

平成２５年 ９月 証券国際部長

平成２６年 ４月 市場金融部長

平成２６年 ６月 執行役員市場金融部長（現職）

以 上
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昇格予定取締役候補の略歴

こ だ ま

兒玉
ま さ き

雅紀 （取締役総合企画部長兼収益管理室長）

生年月日 昭和３１年１２月２１日生

出 身 地 大分県

職 歴 昭和５４年 ４月 大分銀行入行

平成２０年 ６月 総合企画部長

平成２１年 ４月 総合企画部長兼収益管理室長

平成２３年 ６月 執行役員総合企画部長兼収益管理室長

平成２５年 ６月 取締役総合企画部長兼収益管理室長

平成２６年 ６月 取締役総合企画部長兼収益管理室長（執行役員兼務）

（現職）

以 上

補欠監査役候補の略歴

おかむら

岡村
くにひこ

邦彦 （弁護士）

生年月日 昭和３２年２月１９日生

出 身 地 大分県

職 歴 平成 ３年 ４月 大分県弁護士会登録

平成 ６年 ８月 岡村法律事務所開設（現職）

平成 ９年 ４月 大分県弁護士会副会長（至平成１１年３月）

平成１５年 ３月 大分市 顧問弁護士

平成２６年 ４月 大分県弁護士会会長（至平成２７年３月）

以 上
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